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Chronic Tubercle Bacilli Excreters (chronics) in this symposium was defined as follows: 
Tuberculous patients who started chemotherapy after 1975 and the discharge of tubercle 

bacilli continued for more than one year or the culture, though intermittently, was still 

positive with more than I colonies and more than two times a year one year or later after 
starting chemotherapy.

The studies was carried out from three viewpoints, namely, epidemiology, medical 

treatment and surgical treatment.

Dr. SAITO statistically estimated the number of chronics in Japan and it was around
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2700 cases from the figures obtained from 17 health centers in Tokyo.

Incidence of tuberculosis in the family contacts of chronics was 4.7% and there was no 

significant difference with that of the control group (7.9%) which was consisted of bacillary 

patients at the registration then converted to negative. There was also no significant 
difference in the risk of tuberculosis calculated on person year method between the contact 

of chronics and of the control group. From the results mentioned above, it became clear that 
the danger of chronics as the source of infection is similar to the control group.

Dr. YAMAGUCHI reported the factors causing to the chronics. Most of the chronics fell 
ill before RFP was officially available in Japan and the majority were multiple resistant 

cases. The tubercle bacilli of chronics were resistant to all the drugs other than RFP or 

were sensitive to only one drug except RFP when they started to receive chemotherapy 

with the regimens containing RFP. Main causes of the chronics fell ill after the appearance 
of RFP, though few in number, were insufficient chemotherapy due to side effect of RFP 

and the complication of diabetes merritus.

Dr. HIRASAWA mainly studied about the social background factors of 42 chronics who 

died in Shizuoka Prefectural Fujimi Hospital. Noncooperation of patients themselves and 

of family and low income were major factors related to the chronics.
Dr. YAMADA comparatively studied on the total anti-mycobacterial activity of serum 

from patient under chemotherapy in the chronics and the control group whose tubercle 

bacilli converted to negative. Aiming at the highest concentration of all the drugs at the 

same time point, RFP was administered before breakfast and IN H and EB after breakfast. 

Total antimycobacterial activity in the chronics was lower than the control group. 

Treatment result of the chronics with a sensitive drug was somewhat improved and the 

tubercle bacilli converted to negative in a few cases by the drug administration controlled

 by the above method.

Dr. YANAI studied on the surgical treatment of the chronics. Success rate of the surgical 

treatment was only 71-79% in pulmonary tuberculosis cases and 57-77% in thoracic 

empyema cases. Postoperative complications and postoperative death were frequently 
observed. These results showed that the surgical treatment of the chronics was not so easy.

 As one of the reasons of high rate of postoperative complications, active tuberculous 

bronchitis found in bronchus of other area which was not connected to the main cavity was 

pointed out based on pathological and bacteriological examinations of resected specimens. 
 Therefore, extended lung resection is needed to prevent the postoperative complications, 

however, careful consideration to preserve preoperative lung function within safety border 
should be made.

Dr. IMURA studied on lung function of the chronics and cases died postoperatively. 

Impairment of lung function in the majority of chronics was more than moderate and the 
type of disease was extensive cavitary or bilateral type. Furthermore, in 80% of the 

chronics the extent of lesions was moderate or far advanced. Therefore, pneumonectomy, 

complex resection, bilateral or multistage operation were required. The loss of lung 
function by these operative techniques was considerable. In fact three cases out of 9 

surgically treated cases died after treatment. While, cases with almost the same impair

ment of lung function and were treated conservatively still survived for more than 5 years.
Surgical treatment for the chronics who failed to be cured by previous chemotherapy 

obtained success in 70%, when the indication was carefully selected. However, new 

treatment method for aged chronics who have no indication for surgical treatment and 
show multiple drug resistance was not demonstrated in this symposium and the necessity 

of intensifying social care for cases was suggested.
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は じめ に

座長 松 宮 恒 夫 ・安 野 博

今回このシンポジウムを行 なうに当たり,演 者によ

り多少異なるが,慢 性排菌者の対象をお よそ次の よう

に申し合わせた。即 ち,昭 和50年 以 降治療 を受 けた肺

結核患者で,連 続 して1年 以上排菌 した もの,お よび

この間に間欠排菌でも,治 療開始後1年 以降になお++

以上の排菌が1年 間に2回 以上 あったものとした。 こ

のような慢性排菌者について公衆衛生学的立場,内 科

的立場および外科的立場から検討 された。

まず,斉 藤博士 は23区 を除いた東京都17保 健所の慢

性排菌者は人口10万 対2.3で,特 別区を含む東京全都で

は266人,全 国では2,700人 余 りになると推定 された。

慢性排菌者の家族からの発病率は4.7%で あ り,性,

年 齢,登 録年,地 域などを考慮 して選んだ登録時排菌

者(対 照群)の 家族か らの発病率7.9%と の 問に有意差

はなかった。なお,発 病率 を100人 年 で表わしてみても,

慢性排菌者群で0.53,対 照群で1.22と な り,や は り両

者間に有意差はなかった。

沖縄県結核サーベイランス委員会で取 り扱った例で

も,通 院治療者を高率に含んでいる結核予防会例の成

績でも,慢 性排菌者家族からの発病率は対照群 と有意

差がなかった。

以上の成績から,慢 性排菌者が感染源 となってその

家族から発病 させる率は,登 録時排菌のあった対照群

の家族か らの発病率 を超 えるものではないことが明ら

かにされた。

次に,山 口博士は慢性排菌者 となる要因につ いて検

討され,そ の大半はRFP出 現 以前の発病例で,多 剤耐

性例が多かった。その うちで,今 日なお排菌を続けて

いる例は,RFP出 現 時に,RFP以 外 に感受性薬剤がな

かったか,あ って もたかだか1剤 に過 ぎなかった例で

あったと述べ られた。

また,RFP出 現以後に発病,発 見され,慢 性排菌者

になった症例 も少数なが らあるが,そ の主な原因は副

作用による不充分 な化療 と,糖 尿病合併 による免疫力

の低下であるとされた。

平沢博士は静岡県立富士見病院で,慢 性排菌の状態

で死亡 した42例 について,主 として社会的背景から検

討 され,慢 性排菌化の要因は,患 者の意思薄弱,家 族

の冷淡 あるいは低所得 などにもあることを明らかにさ

れた。

山田博士は慢性排菌者 と,順 調に菌陰性化 した例 と

について血清総合抗菌力からみた両者の相違 を分析 し,

またRFPの 血 中濃度曲線 を参考 とし,各種抗結核薬の

最高血中濃度をで きるだけ一致させ るよう,RFPを 朝

食前に,INHやEBを 朝食後 に与え,総 合抗菌力の上

昇の度合 を検討 された。慢性排菌者は各種薬剤に耐性

となってお り,当 然菌陰性化例 と比べて,総 合抗菌力

にかな りの低下が認め られた。また,上 記のような抗

結核薬の時間差投与による成績の上昇 も僅少であった。

しか し,感 受性があ りながら菌陰性化 しない症例には

若干の上昇が認められ,事 実この ような方法で投薬を

行なって菌陰性 となった症例 を呈示 された。

上記のような投薬の工夫にもかかわ らず,排 菌 を続

ける者の治療法 としては,排 菌源である病巣 を切除し

て しまうことが最 も有効な方法 と考 えられるが,し か

しそこにも難問がある。

柳内博士は,国 療晴嵐荘病院 と療研外科療法研究科

会の症例 について検討 し,慢 性排菌患者(手 術前3ヵ

月以内排菌陽性例)に 対す る外科療法例は,肺 結核で

全手術例の32～36%,膿 胸例で22～24%を 占めていた。

その手術成功率(菌 陰性,社 会復帰あ り)は,肺 結核

で71～79%,膿 胸 で57～77%に す ぎず,死 亡例 もあり,

術後気管支瘻や膿胸 も高率で外科療法 とても容易でな

いことをうかがわせ た。

切除肺 を病理,細 菌学的に検索 してみると,空 洞に

連結 していない他の部位の気管支に活動性気管支結核

を認めるものがあり,慢 性排菌例では,こ のような部

位 も残 さず切除する必要があ り,広 範囲切除を要する

こととなる。 したがって,術 前に肺機能が安全域 にあ

ることが手術の絶対条件 となる。

井村博士は慢性排菌例および手術後死亡例の肺機能

について検討 し,慢 性排菌例では,肺 機能の中 ・高度

障害例が主で,そ の上病型も広範空洞型 または両側性

で,且 つ広が り2～3の ものが80%近 くを占め,一 側

肺全切除,複 合切除,両 側手術 あるいは多期手術を要

す るものが多 く,術 後肺機能の著 しい損失を招 くおそ

れがある。事実9例 の手術例中3例 が死亡 した。

ところが,同 じような肺機能 をもった慢性排菌例で

も,非 手術例 は全例5年 以上生存 している。

以上の成績か ら,従 来の化学療法では治しおおせ な

い慢性排菌例で も,適 応を選べば70%前 後 の手術成功

率を うることができるが,外 科的手段が とれず,多 剤

耐性例で且つ高齢者にあっては,今 回のシンポジウム

で も新たな治療法の提示はな く,む しろ社会的救済の

必要であることが示唆 された。

これらの発表に対 し,河 目鍾治博士は副作用として

の肝障害に関し,亀 田和彦博士は糖尿病合併肺結核症

に関して,三 上理一郎教授は免疫学的見地から,篠 田

厚博士は血清総合抗菌力測定の御経験から,木 野智慧

光博士は化学療法によって菌陰化しない場合の外科療
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法 の時期に関 して,そ れぞれ貴重な御意見な らびに御 批判 を頂いた。

1.　慢性排菌者の感染性 に関する疫学的研究

東久留米保健所 斎 藤 み ど り

は じ め に

最近,RFPを 含 む強力な化学療法によって,短 期間

に排菌が陰性化 し,治癒するケースが多くなって きた。

しかし,今 でも結核診査会には,あ らゆ る薬剤に耐性

を示す菌の排菌を続けている慢性排菌者の申請が提 出

されて くる。 このような慢性排菌者は一体 どの くらい

いるのか,慢 性排菌者の現状はどうなのか,排 菌があ

る間,周 囲への感染は引き続 き起 こるのか,こ れ らの

問題 を明 らかにすることを目的 として当研究を行なっ

た。

研究方法および対象

慢性排菌者の定義を次のように定めた。

A群:登 録後2年 を経て,現 在持続的に菌陽性の も

の

B群:50～55年 の間に連続 して1年 以上持続排菌 を

認めた もの,お よびこの期間に間欠排菌であ

っても,排 菌量が培養(++)以 上 のもの

シンポジウムの打ち合わせでは,B群 の定義 を慢性

排菌者 としたが,こ の報告では主 としてA群 を中心に

検討 した。

対象の把握は,昭 和58年4月 を調査時点 とし,23区

を除いた東京都の17保 健所 と,結 核予防会の東京都内

表1　 慢性排菌者の現状

()内 調査時以後の死亡

の病院,診 療所で行なった。

慢性排菌者は,東 京都保健所77例,結 核予防会22例

であった。 この うち38例 と7例 の単身者を除いた,39

例 と15例 については,現 状,家 族検診状況などを調査

した。

研 究成 績

(1)　東 京都保健所の慢性排菌者は,人 口10万 対2.3で,

特 別区を含む東京都全都にひきのば してみると,266人

となり,全 国では2,714人 の慢性排菌者がいると推定 さ

れる。

(2)　東 京都保健所の慢性排菌者の現状は,表1の よう

に,現 在入院中のもの51例,66.2%,在 宅 治療者26例,

33.8%で あ った。これ らにつ いてその後11ヵ 月間追跡

したが,1年 以内に12名(15.6%)が 死亡 してお り,

慢性排菌者の予後の きび しさを物語っている。

(3)　家族 あり39例 については,性,年 齢,登 録年,地

域などを揃えて対照患者を選び,こ れ らの家族か らの

患者発生状況 を慢性排菌者の場合 と比較 した。(年 齢,

登 録年は±5年 の幅 をもたせた。)

(4)　慢 性排菌者の家族数は129人 で,う ち6例(4.7%)

が発病 してお り,対 照患者では127人 中10例(7.9%)

が発 病している。対照群の方が発病率が高 くなってい

るが,有 意差は認められなかった。

(5)　両群の観察期間が多少異なっているので,観 察期

間 を考慮 して分析すると,慢 性排菌者群は延べ1,138人

年 の観察,対 照群では延べ823人 年 の観察で,発 病率は

100人 年 で表わす と,そ れぞれ0.53,1.22と なる。対照

群の方が高い数字であるが,有 意差は認め られない。

(6)　登 録後の期間別 ・家族の発病率 は表2の ようで,

100人 年 の発病率 は登録後3年 未満で0.88,1.97,3年

以上は0.38,0.64で,い ずれも対照群の方がやや高い

表2　 登録後の期間別,家 族の発病率

x2=2.32 x2=1.18
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が,有 意差 とはならない。慢性排菌者の家族の登録3

年 以後の発病率が0.38・100人 年 とい うこ とは,慢 性排

菌者の家族からの発病率が,そ れほど高 くないこ とを

示 していると考えられる。

(7)　登録後の期間別に発病率をみると,両 群 とも登録

時の発生率が圧倒的に高 く,慢 性排菌者群 では,2年,

3年,4年,5年 と発病者が出,対 照群は,4年,5

年 に発病者が出ている。

以上の検討で,慢 性排菌者の家族の発病率は,対 照

群 と差がないということが明 らかになった。本当に慢

性排菌者の家族の発病率が高 くないか,な お心配であ

ったので,沖 縄県結核サーベ イランス委員会の御好意

で得た沖縄県の状況を調べてみた。

(8)　沖縄県の慢性排菌者は13例 で,人 口10万 対1.1と な

る。

(9)　家族数 は慢性排菌者群27人,対 照群32人 で,発 病

者はそれぞれ3例(11.1%),2例(6.3%)で あ る。

(有意差は認められない。)

(10)　両群の延べ観察人年は,慢 性排菌者群251人 年,対

照者群270人 年 とな り,100人 年 当たりの発病率はそれ

ぞれ1.20お よび0.74と な る。(有意差は認められない。)

(11)　登 録後3年 未満 と3年 以上に分けてみると,表3

の ように慢性排菌者群で,登 録後3年 以上経ても発病

率が1.05・100人 年 でやや高いが,有 意差 とはいえない。

このように,沖 縄県でも慢性排菌者が特 に危険 とい

う成績 にならなかったので,更 に両群の家族の発病率

に差がないといえるかを確認するため,家 族の年齢構

成 を調べ てみた。

(12)　感 染,発 病 を受 けやすい若年層の比率は,両 群に

差はみられなかった。年齢構成 に差がな く,発 病率に

も差がない,即 ち慢性排菌者 を特に危険 とはいえない

とい う結論になった。

次の反論は,慢 性排菌者は入院 している患者が多い

のではないか ということか ら,殆 ん どが外来治療者で

ある結核予防会の患者の家族での発病率を調べてみた。

(13)　結 核予防会の患者家族よ りの発病率 は8.6%で,東

京都保健所の4.7%よ りやや高い感 じがあった。(有 意

差は認め られない。)

(14)　発病率 を100人 年 でみ ると,結 核予防会1.26,東 京

都保健所0.53で,結 核予防会が高い値 を示 しているが,

有意差は認め られなかった。

(15)　登 録期間別 にみると,結 核予防会に受診 している

慢性排菌者の家族の発病率は,登 録時 と2年 目でかな

り高 く,4年,5年,7年 で もやや高い。

(16)　登録後の期間別 ・家族の発病率 をみると,表4の

ように予防会受診中の患者では,登 録後3年 未満では,

家族の発病率が有意に高かったが,慢 性排菌者になっ

てからは,東 京都保健所の例 と全 く差がな く,特 に危

険 とはいえない。

(17)　慢 性排菌者の最近 の結核 菌の耐性検査成績 は,

INH 1γ 完 全 耐 性 が64.1%,RFP50γ 完 全 耐 性 が

48.7%で あ った。これ ら耐性菌では毒力が低下 してい

ると考 えられ,こ れが,対 照群 との間で発病率に差の

なかった理由の一つ と考 えられる。

以上の観察結果から,慢 性排菌者が家族の感染源と

して特に危険であるという成績が得られなかったと結

表3　 登録後の期間別,家 族の発病率(沖 縄県)

x2=0.510 x2=0.199

表4　 登録後の期間別,家 族の発病率(東 京都保健所,結 核予防会)

x2=4.241 x2=0.485
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論 することができる。

(18)次に東京都保健所の慢性排菌者39例 の現状その他

について報告する。

39例 中男性が80%を 占め,登 録時に49歳 までが62%

い るが,現 在は23%に す ぎず,60歳 を超えた者は38%

を 占めている。登録時に入院 していた ものは77%で あ

ったが,現 在 は51%と 低 くなってお り,そ の うち85%

は入所命令で入院していた。

登録年は,昭 和39年 までが13例(約1/3),昭 和40～49

年16例(約1/3),昭 和50～55年10例(約1/3)で,慢 性

排菌者の予後が極めて きび しいことを考 えれば,以 前

はかな り高率に発生 していたもの と考 えられる。

登録時 と現在の職業 をみると,登録時無職の人が44%

で あ ったが,現 在は69%に 増 えている。

医療費区分は,登 録時に国保本人が30%で あ ったが,

現在は54%と 増 えてお り,生 保は4例 か ら3例 に減 っ

ている。

学会病型は,登 録時に学会1型 が1例 であったが,

現在 は3例 になっている。しかし,全 体 としてみ ると,

現在の病型が登録時に比べて,必 ずしも悪化 している

とはいえない。

(19)最後 に,な ぜ慢性排菌者になったかを調べてみた。

東京都保健所39例 については,登 録票の記載に基づい

て判断し,結 核予防会受診中の15例 については,所 轄

の保健所長のご意見をいただいた。54例 中10例(19%)

では,慢 性排菌者になった理由を特に見出すことがで

きなかった。最 も多数 を占めた理由は不規則治療で,

43%を 占め,次 には初期治療の不徹底22%で あ った。

結 論

1.　慢性排菌者は現在人 口10万 対2程 度み られ.全

国で2.000人 ない し2千数百人にのぼ ると推定 された。

2.　慢性排菌者の家族の結核発病率 は,登 録時排菌

のあった対照群 の家族に比べ,特 に高 いとはいえない。

勿論,慢 性排菌者は感染源 とはな らない,と 主張する

つ もりはないが,対 照群 に比べ,特 に危険 とはいえな

い とい うことは確か と考 えた。

3.　慢性排菌者は.10数 年 とい う長い期間治療 を継

続 している者が少 なくなく,現 在では高年齢 とな り,

無職の ものが多く,し か も予後は極めてきびしいので,

きめ細かい対応が必要であると考えた。

2.　肺結核の慢性排菌化要因について

結核予防会渋谷診療所 山 口 智 道

1.　慢性排菌例にRFP治 療 を行ない,菌 陰性化 した例

と失敗例 との背景因子の比較

RFP出 現 以前には,難 治結核の発生は日常茶飯事で,

北 本1)は昭和37年11月 現 在で入院中の肺結核患者1,724

名 中614名35.6%が 難 治結核 であった と指摘 している。

しか し,昭 和46年 にRFPが 使 用できるようになると,

以 前の難治例で も排菌が陰性化 し,脱 難治が可能 とな

った ものがあった。そこで,一 次薬お よび二次薬治療

に失敗 し,排菌が持続 していた症例にRFPを 使 用して,

菌 陰性化 に成功 した例 と失敗 した症例を選び,そ の理

由について考察 した。

対象および方法

昭和46年 から48年 当時の外来治療中の慢性排菌患者

のなかから,RFP使 用 によ り排菌が陰性化 した症例10

例 と,陰 性化 に失敗 した11例 を選んで,そ の背景因子

を比較 した。

成績

(1)表1に 示す ように,菌 陰性化に失敗 した11例 の年

齢は36～68歳 で平均50.8歳,菌 が陰性化 した10例 では

23～72歳 で平均46.3歳 で あった。RFP使 用開始までの

菌陽性期間は,失 敗例が平均31.2ヵ 月,菌 陰性化例が

42.7ヵ 月で,成 功例の方が約1年 長かった。病型には

表1　 慢性排菌例にRFP治 療 を行ない菌陰性化

した例 と,失 敗例 との背景因子の比較
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差がなかった。

(2)外来 治療中に治療が中断したことのあるものは,

失敗例では6例54.5%で あったが,菌 陰性化例では2

例20.0%で 失敗例 より少なかった。

(3)全例RFPの ほかに2剤 の併用を行 なっていたが,

未使用の2剤 を併用 した ものはなかった。未使用剤 と

既使 用剤 を1剤 ずつ使用 した ものは,失 敗例の4例

36.4%に 対 し,成 功例では7例70.0%と 多 く,既 使用

の2剤 を併用 していたのは,失 敗例の方が63.6%で 成

功例の30.0%よ り多かった。

(4)既使 用剤 を耐性の有無 によって分 けると,菌 陰性

化例では未使用 または感受性剤2剤 の併用が80%で あ

ったのに,失 敗例では27.3%し か な く,逆 に耐性剤を

含む併用が72.7%と 多 く,耐 性2剤 の併用 も1例 あっ

た。

結論

RFPが 出現 した昭和40年 代後半にRFP使 用 にもか

かわ らず,慢 性排菌例 として取 り残 された症例は,RFP

と併用 した薬剤が既使用 または耐性であったことと,

治 療中断などの不規則,不 充分 な治療が大 きな要 因で

あったと考 えられる。

2.　最近の慢性排菌例の発生とその原因

現在 も慢性排菌 を続けている患者は,RFP出 現 以前

の難治例で脱難治化失敗例だけなのか,あ るいはその

後 もこの ような例が引き続 き新たに発生 しているのか,

新 たな症例があるとすれば,近 年発生 した慢性排菌例

の発生要因は,古 い時代の発生要 因との間に何か特徴

がみられ るか を調べ た。

対象および方法

昭和50年 以降に治療 を受けていた肺結核患者で,連

続 して1年 以上排菌 しているもの,お よびこの間に間

欠排菌でも治療開始後1年 以降になお升 以上の排菌が

1年 間に少な くとも2回 以上 あったものを対象 とした。

東京近県の10施 設 に依頼 して患者を集め,発 病年月日,

病 型,発 病時の空洞 と排菌の有無,初 回治療時の薬剤,

入 院回数,外 来治療時における治療中断の有無,合 併

症 と副作用の有無,慢 性排菌 となった理由についての

主治医の見解 などについて回答 を求めた。

成績

(1)集め られた慢性排菌例は107例 で,図1に 示す よう

に,男79例,女28例 で あった。年齢別 には50歳 代が38

例 で最 も多 く,次 いで60歳 代 の26例 で あった。50歳 以

上の総数 は81例 で75.7%を 占めていた。肺結核の発病

時期別にみる と,昭 和10年 代 から50年 代 までの各時期

に発病 していたが,昭 和10年 代 の発病者は既に40年 以

上経過 しているため8例 だけであった。昭和50年 代 に

発病 した ものも24例 含まれており,全体の約1/4がRFP

出現 以後の発病であった。

現在の病型は1型34例,II型51例,III型1例,Op型

15例,膿 胸6例 であった。発病時に空洞のあった もの

は56例,空 洞な し5例,不 明46例 で,排 菌陽性者は53

例,陰1生3例,不 明51例 で,発 病時の空洞,排 菌の有

無については不明者が多か った。 しかし,昭 和50年 代

の発病者では75%に 空 洞があった。

入院回数 は6回 入院例が最高で,3回 以上入院 した

ことのあるのは39例,36.4%で あった。Op型 では73.3%

が3回 以上の入院歴があった。 また,昭 和10年 代,20

年代 の発病者の半数 は3回 以上入院 してお り,過 去の

治療失敗例の生 き残 りであることを示していた。

(2)主治 医に慢性排菌 となった理由について回答を求

めた。回答は 「重症」,「多剤耐性」の うち1つ または

両方 をあげたものが80%に 達 していた。その他の理由

は,RFP初 回耐性,合 併症,副 作用,手 術の拒否,治

療の不適等をあげた ものがあったが,い ずれ も少数で

あった。そこで下記の項 目について,慢 性排菌化 との

関連 を検討 した。

a.初 回に行なわれた治療法は,表2に 示 したよう

に,SM・INH・PASの3者 併用が最 も多く52例 と約

半数近 くであった。次 いでSM,INH,PASの うちの

2者 併用が17例,RFPを 含 む治療が16例 であった。昭

和10年 代,20年 代 の発病者では2者 併用が多 く,昭 和

30年 代,40年 代 の発病者では3者 併用が多か った。昭

和50年 代の発病24例 中RFPを 含 む治療法で治療 を開始

したのは14例58.3%だ けで,そ の他の治療法が9例,

不 明1例 であった。SM・INH・PASの3者 併用およ

びRFPを 含む治療法以外 をすべて不適な治療法であっ

たとす ると,昭 和20年 代 の発病者では12例52.2%が こ

図1　 慢性排菌107例
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れ に該 当する。また,昭 和50年 代 の発病者ではRFPを

含 まない治療法をすべて不適 とす ると9例37.5%が 不

適 当とな り,昭 和50年 代 においても不適切な治療法が

慢性排菌の原因の大 きな因子の一つ といえる。

b.外 来治療 中に2ヵ 月以上治療を中断したことの

あるのは44例44.1%で,50歳 以上.に治療中断例が多い

傾向がみ られた。発病時期の古いものほ ど中断例が 多

く,昭 和10年 代 発病例では62.5%,20年 代発病例では

56.5%で あ ったが,昭 和30年 代,40年 代 では40%と な

り,昭 和50年 代では20.8%で あった。治療中断は治療

期間が長 くなるにつれて多 くなるもので,こ れはむし

ろ慢性排菌の結果である場合が多いと考えられる。

c.合 併症のあったのは42例,39.3%で あった。糖

尿病14例,呼 吸不全10例,胃 潰瘍3例,高 血圧3例,

肝炎2例 のほか,塵 肺,喘 息,関 節 リウマチ,て んか

ん,胃 癌,舌 癌等が各1例 みられた。合併症は高齢者

に高率であった。昭和50年 代の発病者では呼吸器合併

症は塵肺の1例 だけであったが,糖 尿病は8例 あった。

糖尿病合併 は昭和50年 代発病者の1/3に 及 び,且 つ糖尿

病合併14例,う ち半数以上がこの時期の ものであるこ

とは,50年 代 発病者の慢性排菌化に密接な関係がある

ことをうかがわせ る。

d.化 学療法による副作用のあったのは33例,30 .8%

で あった。 多かった副作用は,肝 機能障害8例,胃 腸

障害6例,ア レルギー5例 等であった。副作用 を起こ

した薬剤名のわかったのは,INH5例,PZA5例,RFP

4例,SM4例,EB3例,TH1例 等 で,INH,RFP,

SM等 に副作用のあった ものが案外 多か った。また,発

病時期別にみ ると,昭 和20年 代発病者では13.0%,昭

和30年 代 発 病 者 では33.3%,40年 代38.1%,50年 代

41.7%と,新 しい発病者ほ ど副作用の発生率が高かっ

た。これは副作用が慢性排菌化の要因の一つであると

推定させ るに十分 な根拠 となろ う。

e.発 病当初から菌が陰性化せずに慢性排菌を続け

た ものは,表3に 示すように15例,治 療の途中から慢

性排菌になったのは49例,再 発時から陽性が持続する

ようになったのが38例 であった。発病 当初か ら菌陽性

が持続したのは大部分が重症のため と考えられるが,

このような15例 の うち,7例 は昭和50年 代に発病 し,

初 回からRFPを 使用 した症例であった。これは,昭 和

表2　 初回の治療法

注)S:SM,H:INH,P:PAS

表3　 慢性排菌 になった時期



1984　 年10　 月 547

50年 代発病者の29.2%,RFPを 含む治療者の43.8%を

占めていた。他の年代に発病 した ものよ りこのような

重症例の 占め る比率 は高率であったが,こ れは古い時

代の重症例が死亡 したためで,最 近特 に重症者が多い

とはいえないが,現 在でも重症で発見され,通 常の治

療で失敗す るものがあることを示 している。

(3)主治 医の回答 した慢性排菌 となった理由 と,上 記

の検討結果 を合わせた9項 目について,昭 和10～40年

代 の発病者 と50年 代発病者 との比較を表4に 示 した。

RFPで 治療 を始めた16例 についても同様に比較 した。

昭和50年 代の発病者では,そ れ以前の発病者に比べ,

副作用,糖 尿病合併,発 病当初 より菌陽性が持続 した

ものが多かった。昭和50年 代の発病者ではRFPを 含 ま

ない治療 を不適切 とすれば,こ れも多かった。RFPを

含 む初回治療 を行 なった16例 でもや はり同様の結果で

あった。

結論

(1)現在 慢性排菌 を続けている症例 には,RFPが 使 用

可能 となる前に発病 し,重 症,多 剤耐性化 しRFPに よ

って も菌陰性化に失敗 した ものだけでな く,昭 和50年

代 に発病 した もの も22.4%あ っ た。初回治療か らRFP

を用 いたにもかかわらず慢性排菌 となった症例は16例,

15.0%で あった。

(2)慢性 排菌例のうち最近の発病例では,始 めから重

症例のほか,副 作用や糖尿病合併 によ、りRFPを 含 む治

療でも少数なが ら失敗するものがあるので,か か る症

例では厳重な管理 と強力な治療が必要である。

この研究のために貴重な資料を提供していただいた

下記の施設の方々に深謝します。

国立療養所晴嵐荘病院,埼 玉県立小原療養所,国 立

療養所東埼玉病院,国 立療養所中野病院,武 蔵野療園

病院,有 隣病院,静 岡県立総合病院,結 核予防会結研

附属病院,結 核予防会第一健康相談所
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表4　 重症化の理由

3.　慢性排菌例の死亡症例 についての検討

静岡県立総合病院 平 沢 亥 佐 吉

結核症の化学療法が確立され,結 核死亡が国民死因

順位の第15位 となった現在 において も,何 らかの要因

により菌陰性化が達せ られない症例が少数 とはいえみ

られ,こ の ような症例が患者管理において問題 となり,

また抗結核剤の庇護 もないため積極的な外科手術 も期

待 しえず,病 状の進展等 によ り死亡 してゆ く。

結核死亡調査 については,国 立療養所における結核

死亡調査(昭 和54年)の 詳細 な報告があるが,私 達は

過去6年 間にわたって,58年2月1日 静岡県立総合病

院に統合 されるまでの静岡県立富士見病院に入院中に

死亡 した肺結核患者75例 中,死 亡直前の6ヵ 月間引 き

続き菌陽性であった42例 について,過 去の治療歴,合

併症,死 亡原因等 と同時に患者の性格や社会的背景等

について検討を加 えた。尚,入 院後6ヵ 月以内に死亡

した症例は除いた。

〔対象〕52年2月1日 か ら,58年1月31日 までの期

間に菌陽性のまま死亡 した男38例,女4例 の42症 例 で

ある。
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〔成績〕表1に 示すごとく70歳 以上の高齢者が17例

(40%)と 多 いが,40歳 代 も8例(19%)に み られ,

症例 は40歳 か ら最高87歳 まで分布 してお り,平 均死亡

年齢 は男63.8歳,女71.0歳 で 平均64.5歳 で ある。

発病時期は(表2)昭 和20年 以前が2例,昭 和30年

以 前が6例 で化学療法以前の発病は必ず しも多 くなく,

RFP登 場 以後の昭和50年 以降の発病が13例(31%)も

み られたことは,結 核が死亡する疾病でないという認

識に対 して警鐘 を与えている。30歳 以前の発病が6例

と少 ないのに,60歳 以上の発病者が14例(33%)と 多

いのは高齢者の重症発病例の存在をうかがわせる。

罹病期間(発 病か ら死亡 までの期間)(表3)は1年

未満が2例 と少な く,20年 以上が14例(33%)と 多い

が,長 期例には再発症例が多かった。

死亡原因(表4)は,排 菌例であるので肺結核死が

36例(86%)と 大 部分で,非 結核死は6例(14%)で

あ った。

肺結核死36例 の うち,慢 性心肺不全 と全身衰弱がそ

れぞれ11例 を占め,喀 血死4例 のほか,down hill course

を辿つた ものが10例 あったことは注 目すべ きことと考

表1　 性 ・年齢(死 亡時)分 布

表2　 発病時期

表3　 罹病期間(最 短6ヵ 月,最 長61年)

える。

非結核死は6例 で,悪 性新生物 によるもの5例 と自

殺1例 であった。病型は6例 ともII型 で,悪 性新生物

発症から死亡 までの期間が比較的短かったことか ら,

結核の悪化 はみられていない。

死亡直前の肺結核病型は,1型10例 に対 し,II型 が

30例 と大部分 を占め,III型 は粟粒結核1例 と,手 術型

1例 であった。

発見から化療開始までの期 間 二発症 または発見から

化療開始 までの期間の延長が,重 症化の一因ではある

が,調 査可能であった28例 中,3ヵ 月以上の遅れは5

例 にす ぎなかったが,そ のうち1例 は発見後2年 間も

治療 をうけず,長 男 ・次男の発病後は じめて治療 をう

けは じめたが,そ の際は既 に1型 となっていた。

合併症(表5):結 核 症の重症化の要 因として合併症

の存在は最 も大 きい と考えられる。

表4　 死亡原因

肺結核死36例

非結核死6例
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有 り26例(62%)に 対 し,無 しは16例(38%)で あ

った。悪性腫瘍の5例 については死因の項でふれたが,

糖尿病 と,抗 結核剤の副作用がそれぞれ4例,肺 気腫

の3例.膿 胸,じ ん肺,気 胸.肝 硬変,胃 ・十二指腸

潰瘍のそれぞれ2例 は,重 症化,死 亡への因子 となっ

たと考えられた。覚醒剤中毒 の 一例は無断外泊,退 院

を繰 り返 し,治 療 中断を繰 り返 し,そ の度に重症 とな

り,遂 に死亡 した43歳 の男性である。尚,一 過性脳虚

血発作の1例 のほかに高血圧症等の循環器系の合併症

がみ られないことは,重 症結核患者の"や せ"と 関係

あるもの と考 えられる。

外科手術:既 手術症例は3例 しかないが,3例 とも

術後の菌陰性化が達せ られ,社 会復帰 していたが,再

発が死亡へ と導いた。

No.14は42歳 の男性,昭 和26年 発病。菌陽性が続いて

いたので39年3月 右空洞切開,同 年11月 筋 肉弁充填術

表5　 合併症

*EBに よる視 力障害.末 梢神経 炎2

RFPア レルギー2

表6　 入院回数

表7　 性 格(女 性)

を受 け,菌 陰性化が達せ られ社会復帰 したが,50年5

月再発,菌 陽性化 し,52年2月 大量喀血にて死亡 した。

No.16は47歳 の 男性。昭和25年 発病,合 成樹脂球充填術

をうけ,元 気で働いていたが,52年9月 再発,膿 胸も

合併 し54年7月 心肺不全で死亡 した。No.34は56歳 男

性。昭和30年 発病 し,入 退院を繰 り返 していた。44年

11月 右 胸郭成形術後菌陰性化 しJNH,EB投 与 を受 け

ていた。48年1月 に左肺 に空洞 を生 じ,菌 陽性化 し,

56年9月 喀血による窒息で死亡 した。

入院回数(表6):1回8例,2回19例,3回7例,

4回 以上8例 と入退院 を繰 り返 したものが多い。再入

院がすべて悪化によるわけでないが,再 発悪化が死亡

につながった症例 もみられ,早 期に適切 な外科療法が

施行 されていれば,再 発による死亡 を防止できた と考

えられる症例 もみられた。

次に,患 者の性格や社会的背景についてふれ るが,

表8　 受療態度(女 性)

表9　 理解力(知 的レベ ル)(女 性)

表10　 経済的背景(生 活面)

表11　 経 済的背景(医 療費負担面)(女 性)

*35条 適用
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表12　 家 族の協力関係(病 院の治療に対 して)(女 性)

以下の成績 は病院のケース ・ワーカー志田洋子の面接

の記録 を元に,彼 女の集計による。

職業:中 小 企業 勤務 者8人(19%),自 営 業10人

(24%)お よび教員2人(5%)に 対 して無職は18人

(43%)と 最 も多く,患 者の老齢化の影響 と考 えられ

る。遊び人,演 歌師各2(そ れぞれ5%)は,富 士見病

院があった清水市が港町であった関係 と考 えられる。

性格(表7):お となしい人が19例 と多かったが,無

気力 とい う人が12例 もみられ,長 い療養生活にとって

不利 と考えられた。

受療態度(表8):同 様 なことが受療態度についても

うかがわれ,協 力的積極的な者は13例(31%)し かみ

られず,大 部分は無関心,消 極的または"な げや り〃

であった。

理解力(知 的 レベル)(表9):低 い者が29例(69%)

と過半数を占めていた。

経済的背景(生 活面)(表10):自 己収入のあるもの,

または生活にゆとりのあるものは5例 と少 なく,37例

(88%)が 生活 にゆとりがな く,発 病や入院 とともに

収入の減少 をうかがわせた。

経済的背景(医 療費負担面)(表11):社 会保険本人

が1人 もな く,国 保加入者が28例 と最 も多 く,結 核予

防法35条 の適応 をうけている。また,生 保受給者 も10

例 ありケース ・ワーカーに諸種の援助 をうけていた。

家族の協力関係(表12):男38例 の うち30例 が家族持

ちであるが,そ の うちの大半が世帯主の長期入院によ

り,他 の家族が生計 を維持 しているためか,無 関心,

消 極的なかかわ り合い しか示 さず,ま た単身者である

男性8人 の親・兄弟のかかわ り合いも消極的であった。

死期に際 して も家族が現われず,病 院職員のみでみ と

ったケースも多 く,そ れ までの生活歴のなかでの家族

間のつ なが りのうす さを考えさせ る症例が多くみ られ

た。

〔結論〕

結核化学療法の短縮化が定着 しつつある現在におい

ても,低 所得層や,性 格 に問題 のある者,ま た化学療

法のみによって治癒 しえない合併症などによって死亡

してゆ く症例があることは重要なことと考 える。化学

療法時代 とはいえ,症 例 によっては積極的に外科療法

を考える必要があると考 えている。

4.　血清総合抗菌力よりみた薬剤投与法の検討

慶応義塾大学保健管理センター 山 田 幸 寛

種 々の化学療法にもかかわらず,長 期 にわたって排

菌 を続けている肺結核症症例に対 し,薬 剤の投与法 を

工夫す ることによって抗菌力の増強がはかれるか否か

について検討を行 なったので報告する。

対象とした症例は慶応義塾大学病院,埼 玉県立小原

療養所お よび国立晴嵐荘病院入院中の症例で順調に菌

陰性化をみた21例,持 続排菌例11例 である。

まず,菌 陰性化 をみた症例 と排菌 を持続 している症

例 との間にRFPの 血 中濃度に差があるか否かを検討 し

た。RFP投 与 後2時 間 お よび4時 間 の血 中濃度 を

APCC6633を 検定菌 とするカップ法で測定した。2時 間

値は菌陰性化群で5.7～25.8μg/ml,平 均14.2μg/ml,

持 続排菌群で3.7～20.4μg/ml,平 均12.9μg/mlで あ

り,持 続排菌群 にやや低 い傾向が認められた。4時 間

値は,菌 陰性化群3.9～22.8μg/ml,平 均10.3μg/ml,

持続 排菌群4.0～15.0μg/ml,平 均9.5μg/mlで あ り,

いずれ も有意差はないものの持続排菌群で低値であっ

た。即 ち,既 に長期にわたってRFPを 投 与されている

持続排菌群においては,そ の代謝過程が変化 してRFP

の血 中よりの消失がよりすみやかに行なわれているの

ではないか と考えられ る成績であった。

次 に薬剤の投与法を種 々に変 えた場合の各症例の自

己菌 に対する血清総合抗菌力を岡本等の方法 によって

検討 した。耐性がなく順調 に菌陰性化 した症例10例 に

ついて通常病棟で投与されている通 りの薬剤投与を行

ない,SMlg筋 注後1時 間で採血した血清の総合抗菌

力を図1,2に 示 す(薬 剤投与法(3))。 多 くの症例で血

清16倍 稀釈 まで完全発育阻止を示 し,す べ ての症例で

64倍 まで発育阻止帯が認められた。即ち,耐 性のない

場合,通 常の薬剤投与法で,血 清64倍 稀 釈 まで抗菌力

が認められた。

次にSM,INH,EB,RFPに 対 し,種 々の程度に耐

性 を認めるものの菌陰陛化に成功 した症例 について検

討 した。RFPO.45g投 与 後2時 間目にINHO.3gお よ

びEB0.75gの 一 日量を一度に投与 し,更 に1時 間後に

SMlgを 筋注する。すべての抗結核剤の血中濃度がピ

ー クに達 していると思われるSM筋 注後1時 間 目に採

血し,そ の血清総合抗菌力を同様にして測定 した(投
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与法(1))。また,全 く同じタイムスケジュールに従って,

INHとEBの 投与量を1回 量である0.1gと0.25gと し

た場合の血清総合抗菌力を測定 して比較検討 した(投

与法(2))。図3,4,5に 示 すごとく投与法(2)の場合で

も血清64倍 稀釈 まで抗菌力が認められたが,発 育阻止帯

の長さは,耐 性のない場合 と比べやや短い傾向がみ ら

れた。投与法(1)の場合 には同じく64倍 まで抗菌力が認

め られ,発 育阻止帯の長さが長 くな り,耐性のない場合

図1　 菌陰性化群(耐 性なし)薬 剤投与法(3)

図2　 菌陰性化群(耐性なし)薬 剤投与法(3)

とほぼ同等になることが認め られた。即 ち,SM,INH,

EB,RFPの うち1剤 ないし2剤 について医療基準 に達

する耐性である場合であって も,薬 剤の投与法を工夫

することによって抗菌力が増強することが認められた。

次 に種々の薬剤 に高度耐性 となって,持 続的に排菌

を認める症例 につ いて同様の検討を行 なった図6,7,

8,9に 示す ように投与法(1)の場 合 も(2)の場合 も10倍

ないし32倍 まで しか抗菌力は認められず,且 つ投与法

図3　 菌陰性化群(耐性あり)

図4　 菌陰性化群(耐 性 あ り)
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図5　 菌陰性化群(耐 性 あり)

図6　 持続排菌群

図7　 持続排菌群

図8　 持続排菌群
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図9　 持続排菌群

変更の効果 も微々たるものであった。即 ち,SM,INH,

EB,RFPの3剤 以上に耐性 を有する場合には,こ の よ

うな薬剤の投与法の工夫程度では.血 清総合抗菌力の

増強は望むべ くもないことが明らか となった。

5.　慢性排菌例の外科的治療

国立療養所晴嵐荘病院 柳 内 登

I.　は じ め に

優れた抗結核剤の使用にもかかわらず,排 菌の持続

す る慢性排菌例は有痩性膿胸,結 核性気道狭窄などと

ともに外科的治療の対象 となる。 しか し,こ れ らの症

例の多 くは病巣の進展,肺 機能の低下,種 々の合併疾

患や感性薬剤の少 ないことなどか ら外科治療か ら除外

されている例が多 く,外 科治療の成績 も必ずしも良い

ものではない。

今日における慢性排菌例の外科治療につき,私 ども

の症例を報告するとともに全国的な傾向を知るために

結核療法研究協議会外科的療法研究科会(以 下療研外

科療法研究科会と略す)に 報告されている症例にも検

討を加え報告する。

なお,慢 性排菌例とは手術前3ヵ 月以内の菌検索で

結核菌が塗抹または培養で陽性であったものとした。

他の演者 と定義が多少異なることをお断りしたい。肺

結核例と膿胸例とは別個に検討を行なった。

II.　晴嵐荘病院症例

昭和50年 から57年 の8年 間に国立療養所晴嵐荘病院

で施行 した結核性疾患の手術例 は108で ある。(手 術前

にはむしろ肺腫瘍を疑い,手 術の結果,結 核 と判明 した

例は除いた)。内訳は肺結核66例,結 核性膿胸29例,胸

囲結核6例,非 定型抗酸菌症5例,真 菌症2例 である。

この うち手術前3ヵ 月以内結核菌陽性例 は肺結核で21

例,32%,膿 胸7例,24%あ り,こ の28例 につ き検討

を行 なった。

手術数 を年次別 にみると(図1)53年 の22例 を境に

減少 しているが,排 菌例の手術数は3～4例 とほぼ一

定の傾向をみせている。

年齢では肺結核17歳 ～57歳 平 均42歳,膿 胸32歳 ～62

歳,平 均49歳 で膿胸例に高年齢者が多い。

i)　結核例

抗結核剤の耐性 についてみると,耐 性薬剤のない例

は僅かに4例 のみで,17例 は耐性薬剤をもっている。

RFP耐 性 例は14例,RFPを 含 む3剤 以上の耐性薬剤を

有す る例が10例 とほぼ半数 を占めている。

有空洞例は16例,76%あ る。

肺結核の再燃,悪 化例は21例 中9例 ある。

施行 された術式,合 併症,予 後を表1に まとめた。

全切除術3例,肺 葉切除術14例.空 洞切開術4例 であ
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図1　 手術例年次別推移(国 療晴嵐荘病院)

表1　 手術 ・予後(菌 陽性肺結核)

注:()内 は追 加胸成術例

る。肺葉切除では1葉 切除は8例 のみで,2葉 切除1

例,葉 切+区 切5例 で,全 切除例 と合せ ると広範囲切

除が 多く施行 されている。合併症は術後排菌,気 管支

瘻,肺 癖 膿胸が主な ものである。 手術成功例を菌が陰

性化 し,社 会復帰 した例 とすると手術成功例は21例 中

15例,71%で あ り,菌 陰性手術例がほぼ100%社 会復帰

しているの と比較 し,手 術成績 は満足で きるものでは

なかった。

瘻膿胸 を合併 した葉切+区 切の2例 は 多剤耐性+糖

尿病の症例で,残 存肺に散布病巣の あったこと,ま た

後に述べ る中間領域気管支の気管支結核の存在を考え

ると全切除術 を行な うべ きであったと反省させ られた

例である。

空洞切開術4例 の うち,初 期の目的を達 した もの2

例 創閉鎖後再 び排菌の続 くもの1例,開 放創を閉鎖

で きず入院中の ものが1例 である。死亡の1例 は1度

は社会復帰をした後に対側肺の病変が悪化 し,遠 隔死

亡 した ものである。空洞切開術は肺機能低下例に有用

な手段であるが,適 応例の選択には充分留意すべ きで

あると考 えている。

切除肺はホルマ リン固定後気管支の分枝 に沿って展

開 し,病 理学的検討 を行 なった。主に末梢気管支にお

ける気管支結核の状態につ き検索 し,次 の所見を得た。

a)　空洞内に灌注する気管支が破壊 され,乾 酪壊死

巣の認め られるもの

b)　類上皮細胞の増生に囲 まれた乾酪壊死巣が気管

支に穿破 しているもの

c)　 直接空洞に関与 していない気管支壁に結核性気

管支炎のみ られた もの

c)　の所見は興味深い ものである。図2はS6に 空 洞の

図2 B8biiの 結 核 性 気 管 支 炎
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ある症例のB8biiの 気管支壁である。気管支造影では木

の根状 に変形 したB6と 拡張,閉 塞のあるB8が 認められ

ている。図左の部分の気管支壁は線維性に肥厚してい

るが,正 常粘膜におおわれている。一方,画 面右の部

分では気管支壁は乾酪壊死を伴い,や や拡張性の結核

性気管支炎の像 を呈 している。この例では直接空洞に

連続 していないB8bii,V次,VI次 といった中間領域の

気管支 に活動性気管支結核 が認められた。

気管支結核 の多くは肺の結核病巣,特 に空洞か ら気

管支粘膜に沿って波及す るといわれているが,と きに

は離れた場所にも生ずる といわれる。抗結核剤の使用

にかかわ らず長期間排菌の続 く症例の中にはこの よう

な気管支結核が残 り,排 菌源 となっている症例 もある

と思われた。このような中間領域の気管支結核の存在

を考えると,気 管支造影の所見 も加味 しなが ら慢性排

菌例の手術術式は広範囲切除に向うべきものと考える。

ii)　膜農胸例

菌陽性膿胸例は7例 である。全例有瘻性膿胸で,RFP

を含 む多剤耐性例が5例 ある。7例 中5例 は手術に起

表2　 手術 ・予後(菌 陽性 ・膿胸)

表3　 療研症例

肺結核手術例

表4　 術式 ・合併症 ・予後(療 研肺結核手術例)

因するものであった。

手術,予 後につ き表2に 示 した。手術成功例 は7例

中4例,57%で あ り,3例 は排菌,膿 胸の残存,低 肺

機能等の理由で入院治療 を継続 している(59年6月 こ

の中1例 が漸 く社会復帰 した)°菌陽 性膿胸の治療は術

式も多様であり,完 壁な治療がむずかしいことを痛感

させ られている。

lll.　療研外科療法研究科会症例

慢性排菌例に対す る外科療法の全国的規模の現状 を

知 るために昭和52年 か ら56年 の5年 間に,療 研外科療

法研究科会 に報告された肺結核,膿 胸の手術例の中か

ら手術前3ヵ 月以内に菌が陽性であった症例につ き検

討 を行 なった。

i)　肺結核例

5年 間の症例 を表3に 示す。肺結核手術717例 中菌陽

性例は241例,36%で ある。手術数は年々減少をみせて

いるが,全 症例 に対する菌陽性例の割合 は増加の傾向

を示 している。性,年 齢では男女 ともに40歳,50歳 代

が多い。

有空洞例は204例,82%と 大 多数を占め,こ の中の70%

は直径が3cm以 上 の空洞であった。排菌状態は塗抹

(+),培 養(+)72%,(-)(+)26%,(+)(-)2%と

な っている。

薬剤耐性のないものは248例 中28例,11%の みであっ

た。RFP耐 性 例は71%,SM,INH,RFPを 含 む多剤

耐性例は82例,39%を 占めている。

手術術式,合 併症,予 後 を表4に 示 した。肺葉切除

が最 も多 く,全 切除術,空 洞切開術の順 となっている。

手術成功率は248例 中197例,79%で あ った。退院不能

例が13例,5.2%,死 亡 例は遠隔死亡 を含めて4例,真.6%

に認 め られている。

ii)　膿 胸例

5年 問の症例 を表5に 示す。918例 中菌陽性例は201

例,22%で 当然のことながら肺結核の菌陽性例に比較

し低 い。年齢別では50歳 代が最 も多 く,次 いで60歳 代,

表5　 療研症例(膿 胸お よび手術不成功例の外科療法

例)(ド レーン挿入のみの例は除 く)
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40歳 代 とな り,私 どもの症例 と同様,結 核例に比べ高

年齢層に多い傾向にある。

膿胸の原因では手術によるものが34%,胸 膜 炎44%,

人工気胸17%が 主 な ものである。手術術式 との関連で

は葉切除,胸 成術が多いが,手 術数の比からみて当然

であろう。 なお,合 成樹脂球充愼術による膿胸 も8例

報告されている。

有瘻性膿胸78%,無 瘻 性膿胸22%で,瘻 の性質では

肺瘻が最 も多く43%,次 いで気管支瘻21%,胸 壁穿孔

10%で あ った。

薬剤耐性では耐性薬剤 をもたぬ もの23%,も つ もの

55%,不 明22%で あ った。3剤 以上の耐性薬剤 をもつ

ものが37%に 認 め られている。グラム陰性桿菌,真 菌

などの混合感染は治療上問題 となるところであるが記

載が不充分なため検討できなかった。

施行術式,合 併症,予 後につ き表6に 示 した。膿胸

の原因,性 質により数 多 くの術式が施行 されてお り,

数 回の手術に及んでいる症例 もあり,術 者の苦労が う

表6　 手術 ・予後(療研膿胸および手術不成功例の

外科療法例)

注:()内 は追加 胸成術例

死亡例 は遠隔死亡 を含む

かがえる。胸膜肺全切除術,葉 切除術,剥 皮術,Air

 Plombage,胸 成 術など標準的術式が施行された症例は

合併症 も少な く良い成績が得 られている。一方,瘻 閉

鎖,筋 弁充填,胸 成術が行なわれた り,や むをえない

処置であろう開放術の症例などは術後排菌,瘻,膿 胸

の残存など,手 術成績 は不良であった。手術成功率は

社会復帰の時期未定の ものも含め,201例 中155例,77%

で あ った。

手術の成功,不 成功 と瘻の有無 耐性薬剤 との関係

につ き検討を行なったが有意の差はなかった。

lV.　 ま と め

i)　今 日における慢性排菌例(手 術前3ヵ 月以内菌

陽性例)の 外科治療 につき,国 療晴嵐荘病院,療 研外

科療法研究科会の症例 を検討 した。対象例 は肺結核で

全手術数の32～36%,膿 胸 で22～24%で あ る。

ii)　肺結核,膿 胸 ともに薬剤耐性例が多い。

iii)　有 空洞率は43～82%,膿 胸 では殆んどが有瘻性

膿胸である。

iv)　切 除肺の病理学的検索 を行なった ところ,直 接

空洞に連続 しない気管支の中で,V次,VI次 といった

中間領域の気管支 に活動性気管支結核が認められた症

例があった。再排菌,瘻 などの合併症を防 ぐため にも,

肺 の切除範囲はむ しろ広範囲切除に向 うべ きものと考

える。

v)　手術成功を排菌(一),社 会復帰あ りとすると,

手術成功率は肺結核71～79%,膿 胸57～77%で あ り,

満足で きるものではなかった。

今 日外科側に委ね られる症例は,難 治性結核が多 く,

外 科の手技上 も,肺 機能 などの全身状態の面からもな

かなか困難な症例が多 くなっている。我々は先輩達が

苦労 して築 き上げた結核外科の技術 を少数 になった と

はいえ,必 要 とする患者 には確実に実施で きるように

心がけていかな くてはならないと考える。

終 りに療研外科療法研究科会に参加 し,症 例 を報告

された諸先生に感謝す るとともに,科 会長安野博先生

に厚 く御礼 申し上げる。

6.　慢性排菌例の肺機能

都立府中病院呼吸器外科 井 村 例介 雄

は じ め に

肺結核症の慢性排菌例は,従 来,外 科療法の適応 と

なる疾患であるが,今 日もなお治療に難渋す る例があ

る。慢 性排菌化の誘因がいくつか述べ られている1)2)が,

今 回慢性排菌例の肺機能を分析 し,次 いで手術後死亡

例の肺機能 と対比 して,治 療長期化にかかわる肺機能

の状況 を調べ たので報告する。

対象および方法

慢性排菌例は,都 立府中病院で昭和50年 以後58年11

月 までに治療歴のある26例 で,全 例5年 以上の治療歴

をもつ。年齢は24歳 か ら80歳,平 均56歳 。 男子15例,

女 子11例 。手術施行 は9例,全 体の約1/3で,中 に左上
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葉切除後左下葉悪化で左下葉切除,慢 性穿孔性膿胸合

併で胸膜全肺切除,右 上葉切除後左上葉空洞病変発生

で左胸成術および左胸成術後右上葉空洞性病変発生で

右胸成術等の両側手術例 も含 まれる。手術後死亡は3

例 ある。非手術群 は17例 で約2/3を 占め,3例 に穿孔性

膿胸合併 をみる。非手術群 は,全 例生存 している。

手術群死亡例は,昭 和40年 代 の手術例で心肺不全死

の判明 した早期死 ・晩期死 を含む24例 と,上 記慢性排

菌例の手術群死亡3例(術 後2ヵ 月,11ヵ 月お よび7

年6ヵ 月),計27例 よ りなる。

慢性排菌例は,ス パ イロメ トリー,動 脈血ガス,病

型 と拡が りを,手 術群死亡例はスパイロメ トリー をそ

れぞれ検討 した。

成 績

l.　慢性排菌例の肺機能および病型

26例 のスパイロメ トリーは,%VCが28～91(平 均

57.8),FEV1.0%が39～93(平 均69.3)で,正 常0,拘

束性12例,閉 塞性5例,混 合性7例,測 定不能2例 で,

術 後 心 肺 不 全 頻 度 の 高 くな る3)%VC50以 下 で,

FEV1 .0%55以 下 の例は測定不能2例 を含めて4例 で,

全体 の15%に 過 ぎない。

換気能力 を単位 体表面積 当 りの1秒 量:FEV1.。/

BSA(ml/M2),予 測肺活量1秒 率:FEV1 .0/VCp,(%)

(以下,指 数)で みると,前 者は321～1,459(ml/M2),

後者 は13.5～56.7(%)の 範 囲で,FEV1.0/BSA700ml/

M2以 上 および指数40%以 上 の例が各々12例 あ り,全 体

の約半数 を占める。手術後死亡3例 の うち,最 終手術

後7年6ヵ 月の例はこの群に入 り,他 の2ヵ 月,11ヵ

月の2例 は700ml/M2以 下,40%以 下の低値 群に入った。

動脈血ガス所見は,Pao270mmHg以 下 の低02血 症

例は8例 でこのうち2例 は常時02吸 入の1例 を含む低

肺胞換気性呼吸不全 を伴 う。一方,70mmHg以 上 は18

例,全 体の7割,80mmHg以 上 が12例 で半数近 くを占

めた。

病型 と病巣の拡が りは,bl22例,bI33例,bII11例,

bII27例,bII2rPipem2例,bII33例,bII31Plpem

1例,bII3rPlpem2例,rII2rPlpem1例,rII110p

(Th)1例,zll12例,zIII210p(Refr)1例 よ りなる。

即 ち,慢 性排菌例は,広 汎空洞型 または非広汎空洞型

で両側性,且 つ拡が り2な いし3が20例,全 体の約8

割(77%)に 及 んだ。

病側 と拡が りを指数 と対比す ると,41%以 上 の肺機

能の比較的良好群12例 は,拡 が り3が1例,拡 が り2

は両側性7例,1側 性1例 計8例 で,拡 が り1は 両側

性1例,1側 性2例 計3例 であった。この うち6例,

半数に手術を行 なったが,拡 が り3の 例は含 まない。

手術群の1例 は葉切+対 側胸成の両側手術例で,最 終

手術後7年 半で死亡 した。非手術群6例 の手術回避 理

由の内訳は,不 安2例,bII31例,高 齢(69歳)1例,

肝硬変の疑いある慢性肝炎2例 であった°指数l40%以

下 の例は測定不能2例 を含む14例 で,こ の うち25%以

上 の7例 の うち3例 に手術 を行ない,rII、10p(Th)

に対 する右胸成の1例 のみが社会復帰し,他 のbII2,

rII2rPlpemの2例 は全切術 を行ない,術 後2ヵ 月,11

ヵ月で死亡 した。

ll.　手 術群死亡例の肺機能

死亡群27例 の術後経過は,1ヵ 月以内の手術死3例,

1ヵ 月以上6ヵ 月以内10例,11ヵ 月から10年 が14例 で

あった。手術時年齢は25歳 か ら65歳,平 均43歳 。術式

は,全 切 または胸膜肺全切15例,葉 切後補成 または空

洞切開後葉切3例,空 洞切開または胸成後開放3例,

胸成4例,葉 切および対側胸成,葉 切 ・区切複合手術

後補成および対側胸成の両側手術例各々1例 で,単 純

な葉切例は1例 もなかった.

術 前スパイロメトリー可能であった26例 の所見は,%

VC33.8～90.0(平 均49.2),FEV1.0%39.2～87.5(平

均60.5)で,図1の ごとく正常例 はな く,拘 束性7例,

閉塞性1例,混 合性18例 で,混 合性障害例が7割 近 く

(67%)を 占めたが,%VC50以 下 でFEV1.0%55以 下の

著 しい機能障害例 は5例 に過 ぎなかった。 しか し,全

例5年 以上生存中の慢 性排菌例 ・非手術群 の機能範囲

(破線)と 対比すると,手 術死亡例がほぼ同様の分布

を示 し,著 目すべ き所見であった。

単位体表面積当 りの1秒 量ならびに指数は(図2),

図1　 手術群死亡例のスパ イロメ トリー(n=26)
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機 能的に手術適応の厳 し くなる4)FEV1.0/BSA700ml/

M2以 下 群は19例,7割 強(70.4%)を,指 数40%以 下

が23例,う ち30%以 下 が18例,7割 近 く(67%)を そ

れぞれ占め,高 度の換気機能障害例が主役であった。

手術死3例 はすべて700ml/M2以 下,30%以 下 に集中し

たが,同 程度の機能群でも11ヵ 月か ら10年 までの生存

例がかなりあり,手 術前肺機能の低 さと手術死 とは関'

連 を示 さなかった。

次 に,術 後11ヵ 月 以上生存例の うち最終手術後7ヵ

月以上で,死 亡に最 も近い時期 にスパイロメトリーを

施行で きた14例 について指数の術前 ・後推移 を対比 し

た(図3)。 全 切,胸 成以外 はすべて両側 または複合手

術例で,術 後の値はすべて35%以 下 に集 中した。即 ち,

術 式にかかわ りな く,術 後の指数が35%以 下 の例 は心

肺不全死の発生頻度が著 しく高 くなるこ とを示唆して

いる。

安野 らが提唱 した20歳 予測肺活量1秒 率5)に,閉 塞性

所見をより強 く加味する目的で,1秒 量比 との積 を指

標にみると,慢 性排菌例 ・非手術群 の値 は4.2%か ら

35.2%,平 均20.5%で,手 術群死亡例の術前値はすべ

てこの範囲内に入 り,7.8%か ら30.6%,平 均15.5%で

あ った。術後1ヵ 月以内の手術死3例 はすべ て20%以

下 で,こ のうち全切2例 は19.8%,7.6%,空 切 ・開放

1例 は15%で あ った。これに対 し,41歳 で全切,51歳

で死亡 した10年 生存例の値は7.8%で,他 の換気能力指

標 と同様 に生存期間 と手術前の指標値 との間に一定の

図3　 術後11ヵ 月以上生存 した死亡例のFEV1.0/予 測

VC(%)推 移

図2　 手 術 群 死 亡 例 のFEV1.0/BSAとFEV1.0/予 測VC



1984　 年10　 月 559

関係をみなかった。

考 察

山口らは,1975年 度 結核長期入院患者1,574例 の追跡

調査6)で,5年8ヵ 月間の結核死27.8%,年 間約4.9%

の 異常に高い死亡率 を,更 に死亡者614例 の うち菌陽性

患者が53.6%,学 会病型の重い もの53.9%と 高頻度 を

占めるこ と,ま たRFPで 菌 陰性化不成功例の菌陰性化

成功は10%程 度 しか期待できず,慢 性排菌例の予後の

困難性等 を報告 している。

本報告では手術群死亡例 に6ヵ 月以内の死亡が13例

と死亡例の半数近 くを占めたが,昭 和41年 か ら10年 間

の24例,50年 か ら約9年 間の3例 の術後心肺不全死亡

は,上 記慢性排菌者死亡頻度に比べて低い ものであっ

た。一方,慢 性排菌例の肺機能は中等度および高度障

害例が主で,約 半数ずつを占めているが,換 気やガス

交換の面からみて,外 観上,約 半数は排菌源の除去 ま

たは沈静を目的に外科療法の対象 とな りうるように思

われる。しか し,病 型 と病巣の拡が りが,広 汎空洞型・

非広汎空洞型,両 側性で拡が り2な いし3の 例が全体

の8割 近 くを占め,手 術の適応は両側手術 ・複合手術

の心要性があ り,術後機能の著 しい損失を招 く恐れがあ

る(図3)。 更 に,高 齢や慢性肝炎の因子が加 わ り,手

術の適応性は狭められることになる。 また,手 術死亡

群 と慢性排菌例 ・非手術群の肺機能がほぼ同 じ範囲 を

示 し(図1,2,3),前 者 は早期死をも含む心肺不全

死例であ り,後 者は全例5年 以上生存中であることな

ど,上 記所見はいずれ も慢性排菌例への手術適応の厳

しさを示すものであった。

結 語

昭和50年以後に治療歴のある慢性排菌例のスパイロ

メ トリー,血 液ガスおよび病型 と拡が りの検討,更 に

慢性排菌例の手術死亡例ならびに昭和40年 代に手術 し,

心肺不全死 した例のスパ イロメ トリーを検討 して次の

結果 を得た。

慢性排菌例の肺機能は,中 等度 ならびに高度障害が

主であった。指数40%以 上 の中等度障害例 も,病 巣の

拡が り2な い し3が75%を 占め,し か も両側性が主で

あった。慢性排菌例の病型は,広 汎空洞型 もしくは非

広汎空洞型で両側性,拡 が り2な いし3の 例が77%を

占めた。慢性排菌例の外科療法は,全 切,複 合,多 期

手術および両側手術の必要性が高 く,術 後機能の著 し

い損失を招 くおそれがあ り,手 術死亡群 と対比 して手

術適応は厳 しく限定 されると思われた。
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